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代表者挨拶

今、日本のモノづくりは「持続可能な開発目標（SDGs）」を軸にした脱炭素や
カーボンニュートラルへの対応が求められ、加えて、DXの進展により、100年に一
度の大変革期を迎えています。

何ごとにも柔軟に対応できる人材がいれば、この変化に対応できるだけでなく、
より進化したモノづくりができると考えています。

まさに「モノづくりは人づくり」。人を育てることが何より大事だと考えます。
さらに、モノを生み出す源泉である設備の管理は、モノづくりに不可欠のもので

あり、カーボンニュートラルへの対応でも、設備の管理・メンテナンスの重要性がさ
らに高まっています。不良を出さない、故障をさせないことが何よりも重要です。

当会は、設備管理に関わるわが国唯一の公益法人として、機械保全技能士や自主
保全士などの資格認定制度や、TPM、からくり改善などの普及等を通じて、モノづ
くりに欠かすことができない設備管理と、それを支える人材の育成を支援し、産業
界の発展に貢献できるよう努めてまいります。

皆様のご協力、ご指導を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

公益社団法人 日本プラントメンテナンス協会 

会長　河合 満

公益社団法人日本プラントメンテナンス協会は、
生産性や設備管理技術、保全技術・技能の向上に関する課題解決を支援することにより、

産業界における安心・安全で安定した生産活動・保全活動の促進及び
品質の安定・向上に寄与してまいります。
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協会概要
名　称
公益社団法人日本プラントメンテナンス協会（Japan Institute of Plant Maintenance）
（略称：JIPM）

事業概要

調査・研究開発

●  設備管理、保全技術・技能、人材育成と周辺環境に関する実

人材育成

●  設備管理、保全技術・技能を中心としたモノづくり人材の
ン）や通信教育にて提供しています。

●  生産や保全に関する技術・技能を客観的に評価・認定してい

普及啓発

●  発表会、講演会等の大会・イベントを企画・開催し、調査・研
る等により、設備管理、保全技術・技能等の普及を行ってい

●  生産や保全に関わる最新情報・事例を、機関誌『プラントエ

審査表彰

●  生産・保全の効率化と基盤強化のための管理技術であるT
技術・技能の発展に寄与する優秀な論文・商品・技術者を表

役員一覧（2024年6月現在）
役割 氏名 会社名・団体名 役割 氏名 会社名・団体名
会長 河合　満 トヨタ自動車㈱ 理事 枡岡　一成 ㈱豊田自動織機
副会長 井口　英二

旭化成㈱

〃 宮脇　克典 マツダ㈱
〃 髙田　寿一郎 ㈱高田工業所 〃 桃井　伸一 ㈱不二越
〃

藤本　節 東レ㈱
〃 安田　洋 豊田合成㈱

〃

日産自動車㈱

〃 山口　正人 富士フイルム㈱
専務理事 鈴置　智 （公社）日本プラントメンテナンス協会 〃 山田　正信 ㈱カネカ
理事

アイシン軽金属㈱
〃 山本　邦夫 ㈱神戸製鋼所

〃 片外　信和 〃 山本　宏之 ＪＦＥスチール㈱
〃

成毛　功 AGC㈱

〃 雪本　和則 ＵＢＥ㈱
〃 〃 吉野　智昭 ジヤトコ㈱
〃

坂田　英人 大日本印刷㈱

〃 吉村　孝博 サントリ－プロダクツ㈱
〃

迫田　明之 日本製鉄㈱

〃 中村　努 （公社）日本プラントメンテナンス協会
〃

永尾　徹也 横浜ゴム㈱

監事 中村　雅浩 （税）中村コンサルティングオフィス〃

中村　正己 （一社）日本能率協会

譲原　正昭 ㈱日本能率協会総合研究所〃
林　富雄 トヨタ自動車東日本㈱

1961年 社団法人日本能率協会内に「設備管理部会」発足

1964年 PM優秀賞（現TPM賞）審査・表彰制度を制定
1969年 「設備管理部会」を発展的解消し、

日本プラントエンジニア協会設立
プラントエンジニア誌創刊

1971年 TPMを提唱

1981年 通商産業大臣の許可により
社団法人日本プラントメンテナンス協会設立

2012年 内閣総理大臣の認定を受け
公益社団法人日本プラントメンテナンス協会へ 
移行

2014年 厚生労働大臣の指定を受け
「機械保全技能検定」試験の指定試験機関へ
（2015年より全国で試験実施）

沿　革
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滝沢　智彦

〃 （公社）日本プラントメンテナンス協会小野田　純

海老原　次郎 ㈱デンソー

出光興産㈱鳳城　延佳
 〃
態の調査や、課題を解決する方策の研究を行っています。

育成を支援するプログラムを、セミナー（集合型・オンライ

ます（自主保全士認定、機械保全技能検定）。

究の成果や、製造現場における改善事例の発表の場を設け
ます。
ンジニア』や電子媒体を通じて、適宜発信しています。

PMによって優れた効果をあげた事業場や、設備管理、保全
彰しています。



TPM 活動指標や調査データ分析の活用

これまでに各種発表会、TPM賞審査、からくり改善

くふう展、機関誌、調査・研究等で蓄積した、様々な

資料データを整理・分析することで、産業界に役立

つ情報や知見のデータベース化を進めています。

調査・研究開発

故障件数（件数）
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■ TPM賞受賞事業場におけるTPM活動の成果例

設備ユーザーのニーズと課題が調査・研究のテーマです

経営からの要求に応える設備管理でありたい。しかし、要求される事項によって、設備管理の課題は異なってきます。

そのため、設備ユーザーのニーズと課題からテーマを選定して、調査・研究を行っています。

経営からの 
要求

設備管理の課題

全体 「生産量」 「品質」 「コスト」 「納期」 「安全」 「防災」 「環境」

1位 市場の変化 市場の変化 市場の変化 市場の変化 生産の 
スピード化

事故・災害の 
増加

事故・災害の 
増加

カーボン 
ニュートラル対応

2位 事故・災害の 
増加

生産の 
スピード化 多品種少量生産 国内生産量の 

変化 多品種少量生産 法律・法規の 
動向

更新投資・中長期
設備投資最適化 市場の変化

3位 生産の 
スピード化

国内生産量の 
変化

生産の 
スピード化

生産の 
スピード化 変種・変量生産 更新投資・中長期

設備投資最適化 市場の変化 更新投資・中長期
設備投資最適化

『2021年度メンテナンス実態調査』より

設備管理の実態調査

①「メンテナンス実態調査」の継続実施
1992年より継続実施しています。保全費や要

員数調査等の経年変化を把握するデータに加

え、産業構造変革期を考慮して、毎年設問をリ

ニューアルしており、各所で活用されています。

②「外注技能工単価調査」の継続実施
装置型産業の設備ユーザーを対象として、メン

テナンス工事に関する外注技能工への支払い単

価調査を、1989年より継続実施しています。

727

820

602

796808

629

514527

610

388

474492

4,627

4,032

4,700

4,067
4,365

3,739

4,3864,235
4,577

4,7924,887
4,554

300

500

700

900

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

20202017 2018 2019 （年）20162015201420132012201120102009

保全製造
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■推計従業員数の推移（製造部門・保全部門、千人）

“保全の時代”が到来していた！

『2021年度メンテナンス実態調査』より
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モノづくり人材の教育体系〈例〉とJIPMプログラム

製造業におけるモノづくり人材の育成を支援するプログラムを、内容や特徴に応じて、通常の集合型のほか、ライブ配

信、オンデマンド配信にて提供しています。
＊モノづくり人材……製造業における技能者・技術者の総称

人材育成

★1～10がJIPMが実施運営するプログラムです。

レベル 対象 実務経験
年数（目安）

モノづくり人材の教育体系〈例〉とJIPMプログラム〈★〉
階層別研修 役割・専門別教育 OJT 自己啓発 資格 その他

L4 上級管理者 20年～ 幹部研修

L3

管理者

12年～ 管理者研修
技能スペシャリスト
（高度専門職）

L2 チームリーダー 7～12年 現場リーダー
研修

L1-2 中堅技能者 4～6年 中堅社員研修

L1-1 一般技能者 0～3年 新入社員研修

部
下
へ
現
場
指
導

上
司
か
ら
現
場
指
導

★1
●マネジメント研修
●社内講師育成研修
●高度専門技能研修

★2
● リーダー
●TPM
研修など

★3
 専 門 技 能
初 級 管 理
研修など

★4
基礎技能研修

★
9 

資
格
取
得
支
援

★
10 

社
外
イ
ベ
ン
ト
・
社
外
交
流

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

語
学

★
5 

改
善
手
法
・
問
題
解
決

国
家
資
格
・
法
定
資
格

★
7

I
S
O
認
証
資
格

★
8 

民
間
資
格

★
6 

国
家
資
格
・
技
能
検
定

代表的なプログラム例

★1
設備管理士養成コース

計画保全士養成コース

★2

メンテナンス・フォアマンコース

TPMインストラクター養成コース

管理・監督者のためのTPMの初めの一歩

TPM推進の基本講座

★3

防食施工計画士養成コース

設備診断技術セミナー

外面腐食　実践対策講座

★4

要素技能実習講座

設備診断技術入門講座（回転機械・静止機器）

計画保全入門講座

★5

すぐに使えるFMEA／FTA

からくり改善実践講座

「からくり改善」講座（初級・中級）

★6 機械保全技能検定（特級・1級・2級・3級）

★7
「機械状態監視診断技術者（振動）」資格取得のための 
訓練コース　カテゴリーⅡ

★8
自主保全士検定試験（1級・2級）

自主保全士通信教育（1級・2級）

★9 自主保全士検定試験準備講座

★10

設備管理全国大会

改善事例発表大会

からくり改善くふう展

研究会（各地域で開催）

TPMレディース大会

モノづくり講演会

TPM優秀工場見学会、教育施設見学会
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自分の設備は自分が守る意識
自主保全士取得のメリットは、設備の専門家に任せ

ず、自分の設備は自分がしっかり守る意識が定着した
こと。その結果、設備がいかにとまらないようにす

るか、故障の未然防止はどのようにすれば良いかと

いう意識が芽生えた。その結果、ミスによる稼働停止
件数が半減した。 （自動車系：T社）

❶19％

❷11％

❸9％

❹8％

❺7％❻7％

❼5％

❽27％

❾7％

❶ 輸送用機器（自動車）
❷ 鉄鋼・非金属
❸ 化学
❹ 金属製品
❺ ゴム・プラスチック

❻ 電気・電子部品
❼ 食品
❽ その他製造業
❾ 製造業以外
（エンジニアリング等）

自主保全士認定制度とは？
製造オペレーターに求められる知識と技能について、製造部門が受け持つ保全の一

部機能や管理技術を評価するために当会が定めた認定制度です。

「検定試験」（集合型とオンラインで実施）および「通信教育」を通じて、「自主保全士」

を認定しています。

累計 申請者：約325,000人　認定者：約194,000人　（2022年3月現在）

参考：自主保全士検定試験団体申込みデータ（2021年度）

自主保全士と他資格との相乗効果 
業務上必要な専門知識・技術習得を目的に資格取得を

推奨。自主保全士だけでなく、機械保全や機械加工の技
能資格を合わせて持つことで、理解度が深まり、生産現
場に活かされている。これが、社員のモチベーションを
向上させ、上位級の資格取得や、他技能取得につながる
良いサイクルになっている。 （非鉄金属系：R社）

自主保全士®認定制度～設備に強いオペレーター～

受験者業種別割合 利用企業の声

人材育成

第三者による 
公平な評価

●  試験による評価で公平な結果を
得られる

●知識の正確な確認が可能

企業の競争力強化

●  故障・品質不良の早期発見・処置
●潜在欠陥の抽出・復元
●ロス発生の削減と未然防止

UP!

オペレーターの 
レベルアップ

●  知識、技能の向上
●  資格取得によるモチベーション
アップ

●  オペレーターのレベルアップに
よる保全員の業務の高度化

自主保全士取得のメリット
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技能検定とは
技能検定とは、働くうえで身につける、

または必要とされる技能の習得レベルを評価す

る国家検定制度です。技能に対する社会一般の

評価を高め、働く人々の技能と地位の向上を図

ることを目的として、職業能力開発促進法に基

づき実施されています。機械保全をはじめ、機械

加工、建築大工、ファイナンシャルプランナーな

ど、全部で131職種（2022年4月時点）の試験

があります。

機械保全技能検定とは
機械保全とは、工場の設備機械の故障

や劣化を予防し、正常な運転を維持するために

重要な技能であり、製造現場に欠くことのでき

ない能力です。

この技能を評価する唯一の国家検定が、「機械保

全技能検定」です。

技能検定全職種のなかで2番目に多い受検者数

で、モノづくり分野の職種の中では1番多く受

検いただいています。

機械保全技能検定

人材育成

機械保全技能検定を取得するメリット
【機械保全技能士取得者】

「機械保全技能士」
を名乗れる

基本的な技能を
確認（学習）できる

生産/保全業務の
レベルアップ

第三者による
公平な評価

【受検企業・団体】

製造現場の
現場力の向上

社員のやる気・
学習意欲向上

生産・保全部門の
信頼性向上

客観的評価による
企業競争力の強化

機械保全技能検定の受検者数推移

2012～2021年の10年平均利用者数

年間 33，748名

技能検定全職種（131職種）

第2位

モノづくり分野の技能検定

第1位

※新型コロナウイルス感染症により第 1回開催中止

33,748 名

20,000 25,000 30,000 35,000 40,000
受検者数（名）

開催年

平均

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021
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普及啓発
設備管理強調月間

毎年6月を「全国設備管理強調月間」と定め、各種行事 

を展開し、設備管理意識の向上に大きな効果をあげて 

います。

●  全国統一スローガンの制定
●  全国7地域における、生産や保全に関する現場改善活動

の事例発表大会の開催（改善事例発表大会）
●  ポスター・標語・記念作文の募集と表彰

大会・イベント

現場革新や改善能力向上をめざし、TPMや設備管理をテーマとした大会やイベント、工場見学会を、会場での開催のほ

か、ライブ配信やオンデマンド配信にて開催しています。

設備管理全国大会
1961年より開催されている設備管理におけるわが国最大の技術発表大会です。
本大会を通じ、設備管理技術にて、モノづくりの環境変化対応や多岐にわたる
課題解決に貢献することを目指しています。
最新の設備管理技術開発事例や設備管理におけるDX活用など、先進的な取組み
を聴講できます。

TPMレディース大会
製造現場、管理・間接部門等あらゆる現場で活躍している女性の方々による
改善事例やTPM活動事例が発表される大会です。
30年以上の歴史があります。

優秀改善事例全国大会
設備管理強調月間中に開催される改善事例発表大会において「優秀発表」に
選出された事例が集う発表大会です。

からくり改善®くふう展 
製造現場における困りごとを、「現場のアイデア」で「知恵を出し、手づくり」
で解決する「からくり改善」が一堂に会するイベントです。
「からくり改善」は人財育成につながることはもちろん、省エネによる脱炭素
対応や現場のダイバーシティ化、ローコストでの自働化など、多くのモノづくり
課題にも貢献する改善活動です。

アジアからくり改善®くふう展
日系企業が多く進出しているアジア地域において開催しています。

企業間交流

地域ごとに、設備保全、電気保全、TPM、からくり改善などのテーマで、様々な企業のメンバーからなる研究会・交流会

を実施しています。他社（同業他社も含む）と課題を共有し、解決策を導き出すだけでなく、交流を担っています。

7



エンジニアのための技術＆情報サイト

プラントエンジニア®デジタル－Plant Engineer Digital－
生産・設備管理に携わるエンジニア向けの情報を、Webブラウザ上で閲覧いただけ
る技術情報サイトです。
生産現場の管理・技術レベルの向上や人材のスキルアップに役立つ技術情報・企業事
例を、わかりやすく紹介します。
（機関誌「プラントエンジニア」をWeb版にリニューアル）

掲載内容
● 生産・設備管理・保全に関する技術情報
● TPM・改善事例等に関する最新情報
● DX・カーボンニュートラルの取組みに関する企業事例など
● 「プラントエンジニア」誌のバックナンバー(2025年3月号まで)

普及啓発

報告書・ガイド・テキスト・ツールの発行

配管付属物の 
外面腐食対策ガイド

外面腐食対策ガイド

高経年設備時代の 
回転機保全ガイド

メンテナンス実態調査報告書

2021年度
外外注注技技能能工工のの単単価価調調査査

日常保全：全国平均は25,445円／人・日
S   D   M：全国平均は28,713円／人・日
スポット：全国平均は27,696円／人・日

外注技能工単価調査報告書

MOSMS実践ガイド 保全水準評価プログラム

冷却水からの 
熱交換器腐食抑制報告書

Monodzukuri Test 
学習テキスト（タイ語）

Monodzukuri Test 
学習テキスト（英語）

Monodzukuri Test 
学習テキスト（中国語）

Monodzukuri Test 
学習テキスト（スペイン語）

赤エフ 白エフ

報告書 ガイド テキスト

ツール
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TPM賞

TPM賞は、TPMによって成果をあげている国内外の事業場や、設備管理技術の発展に寄与する優秀な論文・商品等を

審査・表彰します。客観的で公平な、多くの事業場に開かれた審査表彰制度として、5つの賞を制定しております。

審査表彰

TPMの手法によって成果をあ
げた事業場を対象とした賞で
す。事業場の規模あるいは活動
の実績により6つの賞カテゴ
リーが設けられています。制定
以来約3,700を超える事業場
が国内外で受賞しています。

TPM
優秀賞

メンテナンス関連機器を表彰す
る賞です。アイデア・先行性・独
創性に優れた「開発賞」と、効果
が保証され実績に優れる「実効
賞」が設けられています。

TPM 
優秀商品賞

TPM優秀 
エンジニア
リング賞

メンテナンスサービスの効率化
を図り、製造プラントの信頼性と
生産性向上に貢献し、メンテナ
ンスサービス業界の発展に寄与
した企業を対象とした賞です。

設備管理技術に関するシステム
の研究あるいは改善実績等の論
文で、独創性、効果、汎用性に優
れ、設備管理の向上に寄与する
ものを表彰する賞です。

TPMの普及ならびに発展に貢
献した個人に与えられる賞で、
経営者を対象とした「中島・鈴木
賞」、技術者・推進者を対象とす
る「貢献賞」が設けられています。

TPM 
優秀論文賞

TPM賞 個人賞 
（中島・鈴木賞、貢献賞）
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当会は、多様な業界からの会員のみなさまのご協力を得て、広く産業界のために事業を行っております。

会員制度

3. 会員特典
●  セミナー・イベントなどの参加料の割引

（一部除く）
●  TPM優秀賞の審査登録費用免除
●  機関誌『プラントエンジニア』の配布

（会費口数×冊数）
●研究会・交流会等への登録・参加料無料
●メンテナンス実態調査報告書抄録無料配布

など

1. 会員の区分

法人または個人で入会する会員です。当会社員総

会での議決権を有する法律上の構成員となります。

（2）事業所会員
事業所（工場、事業所など）単位で入会する会員です

（社員総会で議決権を持ちません）。

4. 入会方法

①入会申込書（ウェブサイトに掲載） ②法人（または

個人）の身分を証明する書類を当会へご郵送くださ

い。入会は、随時受け付けております。入会申込書受領

後、会費（1年分）の請求をいたします。

特典の適用範囲
●  法人入会の正会員：法人の全ての事業所とその従業員
●  事業所会員：入会している事業所とその従業員のみ
●個人入会の正会員：当該個人のみ

2. 会費
（1）会費の期間

入会月から1年間です。退会のお申出がない限り

自動継続となります。

（2）入会金
入会時に入会金10,000円が必要です。

（3）会費（年会費）
① 「法人の正会員」「事業所会員」の会費

従業員数に応じて、下表のとおり口数が決まります。

常時雇用される従業員数 口数

50名未満 1口（1口30,000円）以上

50名以上150名未満 1口（1口50,000円）以上

150名以上300名未満 1口（1口100,000円）以上

300名以上1,000名未満 2口（1口100,000円）以上

1,000名以上3,000名未満 3口（1口100,000円）以上

3,000名以上5,000名未満 4口（1口100,000円）以上

5,000名以上10,000名未満 5口（1口100,000円）以上

10,000名以上 6口（1口100,000円）以上

②「個人の正会員」の会費：30,000円

会員業種別割合（2022年3月現在）

❶17％

❷12％

❸8％

❹8％

❺6％❻5％

❼4％

❽20％

❾20％

❶ 輸送用機械器具・同部品
❷ 化学工業
❸ 食料品
❹ 鉄鋼・非鉄金属
❺ ゴム・プラスチック製品

❻ 電気・電子機械器具・同部品
❼ 金属製品
❽ その他製造業
❾ 製造業以外
（エンジニアリング、団体等）
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※「TPM」、「自主保全士」、「からくり改善」、「プラントエンジニア」は公益社団法人日本プラントメンテナンス協会の登録商標です。

自 主 保 全 士

機 械 保 全 技 能 検 定 　

か ら く り 改 善

     本　部
〒101-0051　東京都千代田区神田神保町 3-3
神保町 SFⅢビル 5 階
TEL : 03-6865-6081　FAX : 03-6865-6082

 中部事務所
〒450-0001　愛知県名古屋市中村区那古野1-47-1

名古屋国際センタービル 21階
TEL : 052-561-5634　FAX : 052-581-7811

Ⓒ JIPM202502




